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A. B, C及びDの各社はい ずれも， 事業者
向 け に商品Xを製造販売する 機械メ｝カ｝で

あり ， 各社の Xの 市場 シ ェ ア は A が3 5%, B 
及ぴCがそれぞれ25%, D が15%である。 商

品Xは， 部品メ ーカ ーが製造する汎用部品を

用いて 一定の規格に基づき製造されている商品

で あり ， 他商品の製造 に用いられる既存設備を

一部改造することにより製造販売に参入するこ

とも容易である。 A, B, C及びD の各社 はい

ずn.もX商品を全国の顧客に対して販売して

いるところ， A社は商品Xを西日本所在の工

場で製造して全国の顧客へ自社トラックにて配

送し， D社は商品X を 東日本所在の工場 で製

造して全国の顧客へ自社トラックにて配送して
いる。

a:年， X商品の需要は10年間で半減するな
ど低迷し， 他方で部品価格が上昇を続けている

ことから， A及びD（以下「両社」という）
の採算は悪化し， 収益改善が急がれている。

そこで両社は， 部品メーカーが汎用品として
製造する10品目を共同購入の対象として， ス

ケールメリットにより部品購入費用を引き下げ
ることを検討している。 両社は， 部品メーカ｝
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との交渉窓口を部品ごとにA 又はDに一 本化

した上で， 各部品の購入予定数量に係る情報を

集計して部品メーカ ー に合計購入予定数量を提

示し， 見積り合せを行い最も有利な条件を提示

した部品メ｝カ ーから見積書記載の 価格 にて当

該部品を購入することとしている。 本件共同購

入の対象と なる部品の購入費用はXの製造コ

ストの約60%であり， Xの製造コストは製品

価格の約60%である。また， 各部品メー カ ー

の売上高に 占 める両社向け 売上高の割合は最大
で約8%， 大半は3%程度である。

また両社は， 相互に商品XのOEM供給を

行うこととし， A社はD社工場から長距離配

送を要していた西日 本所在のD社顧客へ， D

社はA社工場 から長距離配送を要していた東

日本所在のA社顧客へ ， そ れぞれ納品する こ

とにより， 各社工場から遠く離れた地域に所在

する顧客向け販売に係る物流費用を削減するこ

とを検討している。 そして， 当該OEM供給対

象商品を配送するため， 両社の物流部門では，

A社の東日本所在顧客の名簿及びD社の西日

本所在顧客の名簿を共有することとしている。

OEM供給を予定している数量は， A社は自社



販売数量の約3%, D社は 自社 販売数量の約

9%に相当するところ， 両社とも 需要低迷によ

り工場稼働率が 低下しているので， 各社の現有

設備にて供給を 行うことが十分に 可能である。

な お両 社は， 部品の共同購入及ぴ相互OEM

供給を 開始した 後においても， 従来どおり各社

I. 問題の所在

事業者間においては， か ねてから， 経営資源

の不足の補完， コスト削減， 事業リ スク軽減，

事業展 開スピード向上等 様 な々目的に 基づいて

様々な形態 の業務提携が行われている。

業務提携の形態は 様 で々あるが， 公取委事務

総局「業務提携と企業開競争に関する実態調査

報 告書」（平成 14年 2月）（「 公取委報告書」）

では 以下の8類型に 整理 されている 1)。

①生産提携 （生産業務の共同化のほか， 生産

品種の分担， 製品の相互OEM供給等）

②販売提携 （販売業務の共同化のほか， 販売

地域， 販売商品の相互補完や， 官｛云， 広告の制

作， 景品提供等の 販売促進活動の共同実施等）

③購入提携（物品， 資材の共同購入等）

④物流提携（物流施設の共同利用， 工場から

販売先への共同配送等）

⑤研究開発提携（基礎研究， 応用研究又は 開
発研究活動の共同実施）

⑥技術提携（ クロスライセンス， パテント ・

プール等， 参加事業者がそれ ぞれ所有してい る

技術を参加事業者間で 相互に 供与するもの）

⑦標準化提携（ 商品等の種 類， 品質， 規格等

1) 公取委報告書は，「業務提携」を「他の企業等と協力
して一定の業務を遂行するものjと定義している 。 本稿はこ

切定義に従うこととし， 一方的な生産委託契約， 売買契約，
帯約代理店契約等については検討の対象としない 。 なお， 向
寺報告書に関する検討として中川晶比児「業務提携と不当な取
弓｜制限」公正取引672号（2006年） 69頁以下がある 。

2) 知的財産ガイドラインの ほか，「共同研究開発に関す

が独自に販売を行い， 販売 価格や 販売先等には
関与しないこととしている。

以上の取組み（「 本件業務提携 J） について，

独禁法上どのような観点から検討すればよい

か。 また， 独禁法上の問題を生じるリ スクを 低
減する ためにとり得る方策はないか。

について参加事業者間で 標準化するもの）

（［包括提携（ 生産， 販売等の個別の業務に限

定せず， 提携対象事業の業務全般において幅広

く提携関係にあるもの）

公取委は， 技術取引（ ライセンス） や共同研

究開発の局面における業務提携について 「知的

財産の利用に関する独占禁止法上の指針」（平

成19年9月公表） 等2）において考え方を示し，

事業者団体における共同事業 （ 構成事業者の共

同による事業活動の性格を 持つ事業） について

「事業者団体の活動に関する独占禁止法上の指

針」（平成 7年 10月公表）において考え方を 示

し 特定の業種等に おける業務提携についても

「リサイクル等に係る共同の取組に関 する独占

禁止法上の指針J（平成 13年6月公表）， 「高速
パスの共同運行に係る独占禁止法上の考え方に

ついて J （平成16年 2月公表） 等を公表して考

え方を 示しているほか 個別の具体的事例に つ

いても 相談事例集， 事前相談回答を随時公表 し

ている。 しか し 共同生産や共同 販売等様 な々

類型の業務提携に関し て包括的に独禁法上の考

え方を 示したガイドラインは公表 されていな

しミ3）。

また， 業務提携が合併， 株式取得等の形態に

る独占禁止法上の指針」（平成5年4月公表），「技術標準と
競争政策に関する研究会 報告書」（平成13年 7月公表）及び

「標準化に伴うパテン トプールの形成等に関する独占禁止法

上の考え方」（平成17年6月公表）がある 。
3) 公取委報告書は業務提携全般に関するガイドライン

を作成・公表する旨の方針を示していたが， その後公表され

ていない 。
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よる場合にはいわゆる企業結合規制（ 独禁法第

4章 ） の対象となり， 一定の場合に公取委に対

する事前届出（ 独禁法10条ないし16条） を要

することとなるが， 業務提携一般について事業

者に対して公取委への事前届出 ・ 事後報告を義

務付ける制度は存在しない。

なお， 業務提携を行おうとする事業者は， 独

禁法上の問題について 公取委の相談指導室（平

成8年6月設置） に対して相談を行うことがで

き， 事前相談制度（平成13年 10月より実施）

Lこ 基づく相談及び相談者 以外の事業者等にも参

考となる 一般相談について， 相談内容及び 回答

内容の概要が公表 されている。

11. 業務提携と独禁法

1. 業務提携に関する検討の視点、
業務提携は， 複 数の事業者が契約等に基づい

て相互に事業活動を拘束することを内容とする

ものであるから， 特に競争事業者相互の聞にお

け る 業務提携は 「他の事業者と共同して……相

互にその事業活動を拘束し， 又は遂行 するこ

と」 に該当し これにより 「 公共の利益に反し

て， 一定の取 引分野における競争を実質的に制

限」（以上， 独禁法2条6 項） して「不当な取

引制限J の 禁止（独禁法3条） に違反するので
は ないかが問題となる。

この点に関して， 公取委報告書は業務提携に

係 る分析の視点として以下の項目を掲げて お

り4）， 公取委相談事例集 5）や事前相談回答にお

いても以下に沿った分析が行われている。

(1) 業務提携の相手先

非競争事業者間で実施される業務提携につい

ては， 例えば部品メーカ ーと最終 製品メ ーカ ー

による共同研究開発等を通じて参加事業者の競

4) 公取委報告書が掲げている視点は， 後掲・米国水平
提携ガイドライン（3.34 項） に掲げられているものとおおむ
ね同様 である。

5) 本稿においては事業者の活動に関する相談事例（平
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争者が取 引先を失い市場 から排除されるよう な

場合に独禁法上 問題となり得るものの， 公取委

報告書においては， 通常は競争を制限 するおそ

れは小さいとされている。 これに対し， 競争事

業者間の業務提携は競争制限的な側面を有する

ことも少なくないことから， 正当化理由等， 下

記の各考慮要素をふ まえた検討が必要とされる

こととなる。

公取委相談事例においては， 競争事業者間に

おける様 な々業務提携について不当な取引制限

に該当するか否かが検討されている。

(2) 業務提携参加事業者の市場シェア

一般的には， 参加事業者の合算市場シェアが

高いほど競争に与える影響は大きく， 逆に参加

事業者の合算市場シェアが 低いほど競争に 与え

る影響は小さいと考えることができょう。

公取委相談事例における参加事業者の合算市

場シェアは25%程度 （平成12年事例11） から

90%ないしほほ100%（平成 13年事例8， 平成

22年度事例3） まで区々である。 これらのう

ち， 公取委が独禁法上問題となる旨回答した事

例における合算市場シェアはそれぞれ 50%6)

（平成 17年度事例8） 及び 90%（平成13年事

例8） である 一方， 合算市場シェアが同程度で

あった多くの案件では独禁法上問題ない旨の判

断が 示されており， 最近では， 合算市場シェア

がほぼ100%に達する事業者聞におけるOEM

供給についても 新規参入者の存在等を考慮して

独禁法上問題ないとされている （平成2 2年度

事例3）。 これらの公取委相談事例から， 合算

市場シェアは（3）以下の要素もふ まえた競争分

析における考慮要素のlつにすぎ ないことがう

かがわれる。

なお， 公取委は業務提携 一般について合算市

場シェアに基づく 「セ ーフハーパー」 （原則と

成10年3月以降おおむね毎年1 回公表されている）につい

て検討する 。
6) 保有技術に基づき製造される製品の市場シェア 。



して競争減殺効果が軽微であるとされる範囲）

を定 めてお らず 7). これ は， 米国 競 争 当局

(FTC及びDOJ） が「競争事業者間の協働に

関する反トラストガイドライン」 （「米国水平提

携ガイドライン」）8）において， 合算市場シェ ア

が20% 以下にとどまる競争事業者開業務提携

について， 当然違法原則の適用を受ける行為

（いわゆるハードコアカ ルテ ル等） 等を除き原

則として規制対象としない旨の方針を 示したこ

とと対照的である。 もっとも， 公取委相談事例

においても， 合算市場シェアが20%を超えな

い事例が公表 されることはまれである9）。

(3) 業務提携の性格

ア 業務提携の目的と手段の相当性

業務提携は技術， 設備等の相互補完等による

コスト削減を通じた競争力の向上や新規事業の

早期展 開を目的として行われることが想定され

るところ， これらの目的が実現すれば消費者に

便益がもたらされ得るのであり， また， 競合他

社が当該業務提携に対抗してコスト削減や 製品

開発を活発化させることにより競争が活発化し

ていくことも期待し得る。

もっとも， 業務提携において用いられる具体

的な提携手法は， 上記のような競争促進等につ

ながる目的を達成するため相当のものであるべ

きであり， 反競争的効果がより小さい代替手段

をとることが現実的に可能であればそれが用い

られるべきであろう10）。 この点、に関して公取

7) 公取委は共同研究開発についてセーフハーバーを設
け， 製品改良・代替品開発 のため行われる競争事業者間 での
共同研究開発について， 参加事業者の製品市場における合算
市場シェアが20%以下 である場合には通常独禁法上問題に
ならない旨 の考え方を示している ほか（共同研究開発ガイド
ライン第1 -2(1）①）， 知的財産ガイドラインにおいても技術
の利用に係る制限行為について市場シェア等を基準とする
セ｝フハーバーを定めている。

8）「Antitrust Guid巴lines for Collaborations Among 

CompetitorsJ (2000年 4月 公表）。

9) 商品製造を中止する事業者が競争事業者からOEM
供給を受けることについて独禁法上問題ないとされた事例

（公取委「マツダ株式会社及びいすず自動車株式会社 の小型
トラックの製造分野に係る業務提携について」〔平成15年 9

連載／企業法務 独禁法事例コレクション

委相談事例集では， 共同購入会 社が参加事業者

（ 医療機関） による機器等調達を取り まとめ，

メーカ一等と 価格交渉して共同購入を斡旋する

ことについて， 参加事業者が共同購入会 社から

の購入によらず独自の取引先 から購入すること

もできるものとされていることが， 独禁法上問

題ない旨判断する際に考慮された例がみられる

（ 公取委「事業者の活動に 関する相談事例集」

〔平成10年3月〕）。 他方， 事業者団体の共同事

業における構成事業者への参加 ・ 利用強制や参

加 ・ 利用に係る事業者間の差別的取扱い （ 事業

者団体ガイドライン第2-11） や， 企業間電子

商取引市場設立に係る業務提携における 特定事

業者に対する同サイ ト利用制限や参加事業者に

対する他サイ ト利用制限 （ 平成12年事例12)
は独禁法上問題を生じるとされている1 1）。

イ 業務提携の内容

業務提携は， 合併と異なり， 典型的には事業

活動の 一部（ 生産 ・ 物流等） に限って実施 さ

れ， その余については参加事業者による競争の

余地が残されるのであり， また提携終了 ・ 解消

により業務提携前の競争を回復することも容易

である。 したがって業務提携は， 合併に比し

て， 競争に与える影響が小さい場合が多いと考

えられる。

( i ) 競争手段に係る意思決定の一体化

しか し 業務提携により生産数量や価格と

いった重要な競争手段について参加事業者間で

月30日〕） では， 受託事業者の市場シェアが約1 5% （第3
位） である旨言及されているが， これは事業者から事前相談
制度に基づく事前相談が行われたために 公取委が同制度に基
づいて回答を公表する必要があったも のである。 なお， 企業
結合審査ガイドラインにおいては， 当事会社を含む各社の市
場シェアに基づいて算出されるHHI指数に基づいてセーフ

ノ、ーバーが定められているが， 業務提携に関する公取委相談

事例においてHHI指数が参照された事例はない。
10) 米国水平提携ガイドライン（3.36(b）項） もそ の旨の

考え方を明示している。
11) これら の場合には， 私的独占（独禁法 3条前段）， 拘

束条件付取引（一般指定12 項） （事業者団体 の共同事業にお

いては， さらに 8条1. 3, 4, 5号）該当性も問題とされる

こととなる。
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意思決定の 一体 化が進展してい く場合には， 参

加事業者間の競争の余地が縮小し， あるいは消

滅してしまいかねない。 この点に 関して， 公取

委相談事例においては， 部品 ・ 資材等の共同購

入 ・ OEM供給 において， 参加事業者が生産 ・

販売活動を各社独立して行うことを予定してい

る旨の事実が独禁法上問題ない旨の判断の根拠

として明示されることが通例である （平成12

年事例10 ・ 事例11 ， 平成13年事例8 ， 平成13

年事例7 ， 平成14 ・15年度事例 11 ， 平成17年

度事例7 ， 「三菱ふそうトラック ・ パス株式会

社及び日産デイーゼル工業株式会 社 によるパス

の相互OEM供給 に ついて」（ 公取委報道 発表

平成18年 12月15日）， 平 成19年 度 事 例2,

平成20年度事例l， 平成2 1年度事例4， 平成

2 2年度事例3）。

（証） コスト構造等の共通化

業務提携 により一体 化される業務の割合が高

い場合には， 参加事業者のコスト構造が近づき

商品価格に 係る競争の余地が減少していくこと
も考えられる。 この点に関して公取委は， 事業

者が製品 廃棄物等のリサイクルを共同事業とし

て行う場合 について， 製品販売 価格 に対するリ

サイクル費用の割合が小さい場合 には製品 市場

の競争に及ぼす影響は間接的であり独禁法上問

題となる可能性は低い旨の考え方を示している

（リサイクル ガイドライン第1-1 (1）参照）。 ま

た， 公取委相談事例では， 資材共同購入 に 係る

業務提携に ついて購入 価格が資材総額の 7～

3% にとどまり商品 製造コスト全体 に 占める割

合はさらに低いこと （平成12 年事例10）， 物

流共同化 において物流費が商品 供給 に要する費

12) なお， 公取委相談事例において， 物流拠点相互利用
号包装材料共同購入に係る費用がそれぞれ合計物流費や包装
義守料費に占める割合がいずれも10%に満たない旨の事実が
言記されている例があるが（平成24年度事例3）， これは， 商
品の主原料が共同購入の対象で、ない旨も記されていることか

もすれば， 必ずしも製造コストに係る個別の費目に着目して
い、るのではなく， 結局は公取委リサイクルガイドラインにも
諒されているとおり商品販売価格に占める割合に着目し， そ
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用の5% にとどまること （平成16年度事例4)

を考慮して独禁法上問題ないとされた事例があ

る 一方で， 共通化される外注費が 製品 価格に占

める割合が80% に及ぶケー スでも有力な競争

者の存在等を考臆して独禁法上問題ない旨の判

断が示された例がある（平成12 年事例11 ) 12）。

ま た， OEM 供給に係る事業提携 について

は， OEM供給数量が各参加事業者の 販売数量

に占める割合 も問題となり， これが数%ないし

10% にすぎないことを考慮して独禁法上問題な

いとされた事例（平成13年事例7） があるO

なお， 事業の共通化割合 について検討 するに

際しては， 商品価格 に占める共通化部分 の割合

と生産数量 に占める共通化部分 の割合の双方を

総合的 に検討 することとなるのであり， 公取委

相談事例においては， 商品 価格の相当部 分を占

める商品 ・ 部品の供給を受けることを内容とす

る業務提携 に ついて， 供給 割合が約15%にと

どまること等を考慮すれば直ちに独禁法上問題

とはならないとされた例もみられる （平成17

年度事例7， 平成20年度事例1 ）。

( iii) 競争手段 に 係る情報の共有

業務提 携 に より各参加事業者の 価 格 ・（購

入 ・ 販売）数量等 に係る情報が共有される場合

には， これら重要な競争手段に 関する相互拘束

ないし共通認識が形成されていくことも考えら

れる。 公取委相談事例においては， 相互OEM

供給 によりOEM供給分に 係る生産数量 情報が

共有化される事例 において， OEM供給 割合が

約3 ないし6% にすぎないことが考慮され独禁

法上直ちに問題となるものではないとされ た例

もあるが （平成19 年度事例2）， むしろ， 参加

れが僅少である旨を示唆しているものと理解できょう。 公取
委事業者団体ガイドラインにおいても， 事業者団体の共同事
業について「運送や保管に係る共同事業については， それ自
体としては， 本来， 対象となる商品そのものの価格， 数量や
取引先に影響を与えるべきものではなく， 共同販売等に比べ
て独占禁止法上問題となる可能性は低い」としており， 運送
費ではなく商品価格等への影響に着目した検討が行われてい

る。



事業者が他の参加事業者の価格や数量に係る情

報にアクセ スでき ないよう情報遮断措置をとる

こととしていることを独禁法上問題ない旨判断

する際の前提としている例が多く見られる （平

成12年事例12 ， 平成16年度事例4， 「三菱ふ

そうトラック ・パ ス株式会社及び日産デイーゼ

ル 工業株式会社によるパスの相互OEM供給に

ついてJ〔 公取委報道発表平成18年12月15

日〕， 「 スター アライ アンス加盟航空会社8 社に

おける情報共有について」〔公取委報道 発表平

成23年 10月21日〕）。

( iv) 総合的検討の必要性

業務提携の内容について検討する際には， 上

記の各要素を総合的に検討することとなる。 例

えば， 公取委相談事例では， 合算市場シェアが

90%に及ぶ事業者間の相互OEM供給につい

て， 販売活動は各事業者が独立に行うものの，

供給対象商品の製造コストが販売価格の相当部

分を占め供給数量も各社生産数量の30 ないし

40%を占めることと なり， 製造コスト等事業活

動上重要 な情報が共有されることが懸念される

事例について， 独 禁法上問題となる旨の判断が

示されている （平成 13年事例8）。

ウ 業務提携の実施期間

業務提携は合併と異 なり一定の期間を定めて

実施することが考えられ， その場合には， 業務

提携解消後における競争の可能性が残されてい

ると考えることができょう。

もっとも， 公取委相談事例において業務提携

の実施期間が独禁法上の検討における考慮要素

とされている例はまれであり， わずかに， 参加

事業者から公取委に対して業務提携に係る契約

期間が2年間である旨の説明があった旨が記さ

13) 当該事例について， 提携期間が当初 2年間と限定さ
れていること及び提携期間中の取引変更可能性が提携条項に
含まれていることが公取委が当該事例について独禁法上問題
なしと判断した理由の1 つである， と指摘するものとして瀬

背真悟「グーグル・ ヤフーの事業提携の考察J公正取引725
号 （2011年） 64頁以下がある 。

14) 近年の公取委企業結合主要事例 集においては， 業務

連載／企業法務独禁法事例コレクション

れている例がみられる程度である （「ヤフー株

式会社がグ｝グル ・インクから検索エンジン等

の技術提供を受けることについて」〔公取委報

道発表平成22年 12月2日〕）13）。

(4) 市場の状況

公取委は公取委相談事例集等において， 以上

の検討のほか， 有力な競争者が複数存在するこ

と， 市場参入の容易性， 需要者の交渉力等， 検

討対象市場において市場支配的状態が形成され

ることを否定する牽制力の有無に 関連する 様々

な事実 関係を考慮したうえで， 独禁法上の問題

の有無について検討している。 これらの考 慮要

素は， 公取委が企業結合審査において考慮する

こととしている要素（「企業結合審査に関する

独占 禁止法の運用指針」〔平成16年 5月31日〕

（企業結合ガイドライン）「第4」以下） とおお

む ね同一である。

2. 企業結合審査との境界線

業務提携は， 上記のとおり部分的提携であっ

て期間を定めた提携関係にとどまることが典型

的に想定される点において， 複数事業者が完全

かつ期間を定めず不可逆的に一体化することと

なる合併とは相違する面があるということがで

きょう。

しかし 業務提携後に競合事業者間に残され

る競争の有無や程度は事案によ り 区々であるこ

と， 企業結合規制対象行為の なかにも複数の事

業者が完全に一体化するに至らず一定程度一体

化するにとどまる類型があること（少数株式取

得， JV設立等 14）） からすると， 業務提携と企

業結合との境界線が一義的に明確であるとまで

は考え難いように思われる 1 5）。 これらのこと

提携関係 （一部製品の製造受委託等）， 議決権保有 （10%
超・第I位）及び役員兼任の存在から事業者向の結合関係を
肯定しつつ， 結合関係の強度について「両社が完全に一体化
して事業活動を行うような強聞な関係ではなく， 緩やか」で
ある旨明記される例も出ている （平成23年度主要企業結合
事例 2） 。

［川………63

I 
11 



をふまえると， 結局のところ共同生産・共同販

売等の業務提携について独禁法上の問題の有無

を検討するにあたっては， 企業結合審査に準じ

た方法によることが多く なるといえよう 16）。

また， わが国独禁法における手続等について
みても， 企業結合規制届出の対象行為が株式取

得， 合併， 事業譲受等， 取引形態により縦割り
で規定されているため規制範囲に間隙が生じて

いること（例えば， 有限責任事業組合設立によ

る生産統合等は 「会社の株式を取得」 等〔独禁

法 10条l 項 ， 15条の2, 16条〕を伴わ ないた

め， 企業結合規制の対象とすることには疑義が

残る）17）， 業務提携について事業者が取引実行

前仁 公取委へ自発的に 相談した場合には企業結

合審査に類した検討が企業結合審査と同様に取

引実行前に行われることから すると， 業務提携

に係る審査と企業結合審査との境界線は審査手

続等の観点、からみても必ずしも明確 で は な
し、 18）。

III. 設問について

設問の事例は， 部品共同購入及び 相互OEM

15) 公取委は，JV設立等による出資会社の機能の一部統
合（生産統合等） について， 出資会社が商品販売を継続し出
資会社相互聞に協調関係が生じることのないよう措置が講じ
られている場合には競争に及ぼす影響はより小さい旨の考え
方を示しており （企業結合ガイドライン第4-2(1） ウ） ， 公取
委主要企業結合事例集においては， 企業結合計画が競争を実
質酌に制限することとならない旨判断するにあたって， 販売
活動を当事会社各社が独立して行うこととし価格情報等の交
換コが行われないよう情報遮断行為がとられる旨を当事会社が
申し出ていること等が考慮されている（平成12年度事例7,
平成14年度事例l， 平成15年度事例2， 平成 17年度事例6
等）。

また， 近年の公取委主要企業結合事例集においては，JV
設立による生産統合により参加事業者が競争的行動を採るイ
ンセンテイブが著しく減退することとなる旨判断するにあた
り， 生産費用が販売事業に係る総費用の多くの割合を占めて
いることから生産費用の共通化により費用構造の大部分が共
通化する旨の事実が考慮された例（平成22年度事例1） が
みられる 。

これらの考慮要素は， 本文に記したとおり， 業務提携に係
る検討においてもしばしばみられるものである 。
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供給に関するものである。 本件業務提携は， X

商品に関して競合するA及びDとの間で行わ

れるものであることから 「 公共の利益に反し

て， 一定の取引分野における競争を実質的に制

限 J（独禁法2条6 項） するものとして「不当

な取引制限」（独禁法3条） に該当することと

な る か否かが， X商品販売に係る市場及び 部

品購入に係る市場のそれぞれにおいて問題と な

る。 以下において は， 検討対象市場としてX

商品の販売に係る市場（「X商品市場」） を中

心にみることとする。

1.参加事業者の合算市場シェア ・市場の状況

本件におけるA社及びD社のX商品市場に

おける合算市場シェアは50 %であり， 合算

シェアが同程度の業務提携事案においては前記

のとおり 公取委 相談事例集において独 禁法上問

題があるとされた例もみられるところである。

X商品市場は寡占的市場ではあるものの， A

社及びD社にとって有力 な競争事業者が複数

存在すること， 新規参入も容易である等の市場

の状況を併せ考えれば， 本件業務提携が直ちに

競争に実質的制限をもたらすものであるとまで

16) この旨指摘するものとして， 神宮司史彦『経済法20
講』（勤草書房，2011年） 153頁， 白石忠志『独占禁止法 〔第
2版〕』（有斐閣， 2009年） 323頁がある 。

17) 川合弘造「企業結合審査対応実務の今後の課題」公
正取引729号 （2011年） 69頁以下， 白石忠志「企業結合規
制の概要と諸問題」ジュリ1451号 （2013年） 12頁以下。 企

業結合規制を免れる脱法行為は独禁法 17条によって禁止さ
れているが同条が 適用された公取委先例は少ない 。 もっと

も， 例えば， 株式会社を設立し同社へ関連事業を譲渡するこ

とにより物流業務を統合しようとしていた事業者が， ことさ
ら企業結合規制を免れるためスキームを変更して有限責任事
業組合を設立するなどした場合には， 同条適用の余地がある

ように思われる（ なお， 共同製造販売会社の設立が独禁法
10条 1 項に違反する疑いがある旨公取委から指摘を受けた

後に参加事業者がスキームを変更して共同行為を実施したこ

とが， 不当な取引制限に該当するとされた事例として， 日本
油脂（株） ほか産業用爆薬 製造業者5名に対する件・公取委勧
告審決昭和50・12・11 審決集 22巻101頁がある） 。

18) 公取委における担当課は異なる（相談については相
談指導室， 企業結合届出については企業結合課） 。



はいえ ないものの， 本件業務提携の目的及ぴ内

容についても慎重 な検討が求められる水準であ

ると考えられる。

2. 本件業務提携の目的

本件業務提携は， 部品共同購入， 相互OEM

供給のいずれについてもコスト削減を目的とし

て 検討されているものであるとみることがで

き， かかる目的は正当 なものであるということ

ができる。 しかし， 本件業務提携においてとら

れる手段が当該目的を達成するため相当 な範囲

にとどまらないものである場合には， 相当 な範

囲を超える手段について正当目的を理由として

正当化することは困難であろう。

本件においては， 部品共阿購入における購入

予定数量情報の集約や， 相互OEM供給におけ

る顧客名簿の共有について， 次に検討する業務

提携内容の競争への影響の検討とも 関連して，

相当性を欠くことが ないかが問題と なる。

3. 本件業務提携の内容

本件業務提携は， 部品購入から生産・販売ま

での各段階を包含する包括的提携では なく， 両

宇土の聞には生産や販売の一部について競争 関係

が なお確保されている。

この点に 関して， 本件業務提携が重要 な競争

手段について両社で一体化をもたらすおそれが

ないかみると， 両社は， 本件業務提携の開始後

においても従来どおり 各社が独自に販売を行

い， 販売価格や販売先等には関 与し ないことと

Lているというのであるから， 実質的 な問題を

生じないようにも思われる。 また， 本件業務提

携により一体化される業務の割合についてみる
と， 共同購入対象部品の購入価格が商品価格の

36%程度と相当の割合に及ぶものの， OEM供
給数量が 各参加事業者の 販売数量に占める割合

は僅少であるといえよう。

もっとも， 本件業務提携により両社の価格情
報や・部品購入数量， 商品販売数量， 顧客等に
係る情報が共有されることと なる場合には， こ

ナlら重要 な競争手段に関する共通認識が形成さ

連載／企業法務 独禁法事例コレクション

れ競争が実質的に制限されることも想定され得

る。 本件業務提携においては， まず， 部品共同

購入において両社が購入予定数量情報を集約す

ることとしているところ， かかる取組みは本件

業務提携を実施するため一応必要であると考え

られるものの， 総部品コストの相当部分を占め

る 部品について参加事業者が相互に将来の購入

予 定数量に係る情報を提供し共有することは，

上記のとおり両社の合算市場シェアが相当程度

に及ぶことを併せ考えれば， 競争に対する影響

を無視し難いものというべきであろう。 また，

相互OEM供給における顧客名簿の共有につい

ても同 様に本件業務提携の実施に必要といえよ

うが， これにより両社がそれぞれ一部顧客 （ 自

社工場から遠距離輸送を要する地域に所在する

顧客） について個 の々顧客名を開示することと

なり ， また各顧客の購入数量も配送業務の過程

においておのずから推知し得る状況となること

が予想されるのであるから， 競争に及ぽす影響

が懸念される。

このように， 本件業務提携の実施過程におい

て両社が重要 な競争手段に係る情報を共有する

ことと なることが想定されることからすると，

前記のとおり両社が 本件業務提携の開始後にお

いても従来どおり各社独自に販売を行い， 販売

価格や販売先等に関与し ない旨の方針を有して

いるとしても， かかる方針が 本件業務提携の開

始後に形骸化していくおそれも否定できない。

したがって， 本件業務提携がX商品市場に

おける競争を実質的に生じ独禁法上問題を生じ

るおそれをさらに低減するため， 本件業務提携

を実施する過程で両社間で相互に開示され， ま

たは共有される購入予定数量，顧客， 客先別販

売数量等については， 本件業務提携に係る事務

（ 配送業務等） を担当する部門において管理し，

各社の営業部門へ還流し ないよう情報遮断措置

をとることが考えられる。 また， 両社による部

品 調達について， 本件業務提携に係る共同 調達

を通じて全量を調達することを両社に義務付け

ず， 一部を各社独自の取 引先から 調達すること

を許容しておくことも， 考慮に値するように思
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われる。 これらの措置をとることによって， 前

記の相当性に関 する懸念も 低減することができ

るといえよう 19）。

4. 部品購入市場における競争に対する影響

なお， 部品共同購入がいわゆる購入価格カル

テルとして各部品の購入に係る市場において競
争の実質的制限を生じることがないかが問題と

なり得るところ， 両社のX商品における合算

市場シェアは前記のとおり相当の水準に達する

ものの， 共同購入対象部品は汎用 品であるか

ら， 両社の部品購入量シェアは僅少であると思

われる。 このことは， 各部品メ｝カ｝の売上高

に占める両社向け売上高の割合が最も大きなと

ころで約8%， 大半は3%程度にとどまってい

ることからもうかがしミ知ることができょう。

したがって， 本件業務提携が各部品の購入に

係る市場において直ちに競争を実質的に制限す

るおそれは低いと考えられる。

19) なお， 本件業務提携が長期間にわたり継続していく

ことが見込まれる場合には， 将来における市場環境の変化に

より競争分析の内容及び結論も変化していくことがあり得る
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ことから， 本件業務提携の適法性に関する検証・監査を将来

にわたって随時行うこととすることが望ましいといえよう。


